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　船橋市のマンションは、2007年1月で1,104棟、51,316戸で、全世帯に占める割合は2割に達し、主要な住居形態として定着しています。
　耐震化やバリアーフリー化など住環境の改善について、戸建て住宅では、持ち家の外は行政が責任持ちますが、マンションでは、廊下や階段などは全員の共有物ということで、居住者任せにされています。また、分譲マンションは、管理上の問題など、区分所有であることから生じる独特の問題をかかえています。分譲マンションの維持・修繕を定期的に行い長命化をはかることは、単にマンションの資産価値を守るだけでなく、スラム化を防止し、周辺の生活環境を守っていくためにも重要であり、分譲マンションの住環境の改善等について、居住者まかせにすることなく、「住まいは人権」の立場で、行政が支援することが大きく求められています。

　安全、快適で長持ちするマンションの維持・管理に対する公的な支援を充実することを求める管理組合、市民の要望にこたえ、左記の施策を早急に実現することを強く要望します。
記

1、 分譲マンションの「耐震改修への助成制度」を早急に創設すること。併せて「耐震診断への助成制度」を充実させること。

2、 「長期修繕計画」や「耐震改修計画」の作成などを始め、管理組合の相談に乗る無償のアドバイザー派遣制度を創設すること。併せて、常設の相談窓口を開設し、専門家を配置すること。
3、 大規模修繕工事への利子補給などの支援制度を設けること。
4、 共用部分のバリアーフリー化のためのエレベーターやスロープの設置などに対する助成制度を設けること。

5、 敷地内の公共性を有する諸施設（公園、プレイロット、道路など）の固定資産税を減免すること。

6、 利用できる制度などを知らせるパンフレットを作成し、管理組合などに配布すること。
7、 販売時に、建物にふさわしい長期修繕計画、それに見合った修繕積立金になっているかなど、建物の性能や環境などへの指導をするとともに、情報開示を行う制度を設けること。






